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※1 圧ざとは、コンクリート部材が何らかの外⼒を受けて、曲げ圧縮破壊し、コンクリートが剥離、あるいは浮いている状態

※2 鉄筋腐⾷の兆候とは、「鉄筋に沿ったひび割れ、⼜は浮き」、「貫通ひび割れ」、「ひび割れからの錆汁」、「ひび割れからの漏⽔」

※3 漏⽔がある場合には、必要に応じてひび割れ部の適切な処理（⽌⽔⼯等）を検討

ひび割れ

劣化機構や現場条件に
即した対策を検討

ひび割れ幅1.0mm以上
か？

ひび割れに進⾏性、段
差、圧ざ※1はあるか？

充填⼯法（可とう性エポキシ樹脂、樹
脂系シーリング等）

注⼊⼯法（エポキシ樹脂系注⼊材、ア
クリル樹脂系注⼊材、注⼊⽤ポリマー

セメント等）※3

鉄筋腐⾷の兆候
※2あるか？

鉄筋の腐⾷による断⾯
⽋損が⽣じているか？

鉄筋腐⾷状態（はつり調査で確認）に
応じた対策（鉄筋防錆処理+充填⼯法

or断⾯修復⼯法）※3

経過観察

No
No

Yes

No

Yes

No

Yes

鉄筋の腐⾷による断⾯
⽋損が⽣じているか？

No

YesYes

 
＊ ・ひび割れ幅は、部材表面におけるひび割れの 大幅を示す。 

・通常（鉄筋腐食の兆候が無い場合）は、ひび割れ幅 1.0 mm 以上で対策する。 

・鉄筋腐食の兆候がある場合は、ひび割れ幅 1.0 mm 未満でも対策を検討する。 

・鉄筋腐食の兆候がなく、ひび割れ幅 1.0 mm 未満なら経過観察を基本とする。 

・ひび割れ幅が特に大きい場合は、可とう性を考慮した材料を検討する。 

・ひび割れに進行性、段差、ひび割れ近傍に圧ざが生じている場合は、劣化進行や耐荷力の低下が疑われる

ため、別途構造計算等を行い、補強等の対策を検討する。特に、曲げモーメントや応力集中によるひび割れ

が生じる可能性のある部材は重点的に検討する必要がある。 

・せん断ひび割れ等耐力に影響を及ぼすひび割れについては、専門技術者等に確認すること。 

 

図 3.2.3-2 ひび割れ（損傷）に対する対策工法選定フロー(例) 

 

 

注入工法（エポキシ樹脂系注入材、アク

リル樹脂系注入材、注入用ポリマーセ

メント等）※３ 

鉄筋腐食状態（はつり調査で確認）に

応じた対策（鉄筋防錆処理＋充填工法

or 断面修復工法）※３ 

充填工法（可とう性エポキシ樹脂、樹脂

系シーリング等） 
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3(2)エ 外力による目地部の損傷に対する対策工法 

目地部については、目地材及び止水板の損傷に対応する工法を選定する。 

 

【解説】 

目地部の損傷としては目地材の変状（変形、破断等）、止水板の破断、周縁コンクリート

のひび割れや欠損が挙げられる。これらの変状は、いずれもコンクリート開水路の水密性低

下（漏水）に影響するため、目地材を交換する等の対応を行う。 

また、安易に目地からの漏水を止水すると、躯体に浮力が生じる可能性がある。このため、

背面水の排水不良がある場合は、目地補修の前に排水機能を改善又は回復させる必要がある。 

水路周辺の地下水位及び地盤の透水性が高い条件の水路では、ウィープホールの位置と数

を確認し、水路の浮上に対する安定性を検討しておくことが望ましい。 

 

3(2)エ(ア)1) 目地材の損傷 
従来の目地部の対策は、目地部周縁のコンクリートを取り壊し、表 3.2.4-1 に示すよう

に、止水板の再設置、躯体コンクリートの部分再打設といった方法が適用されることが多

かった。 

 
表 3.2.4-1 従来の目地補修工法（例） 

継目損傷 

軽微なズレ、開き 
（継目が湿っている） 

やや大きなズレ、開き 
(継目からのしみ出し) 

大きなズレ、開き、破壊 
(継目からの流れ出し) 

 
 
 
 
 
 
 

継目カット（シール材充填） 

 
 
 
 
 
 
 

継目改良(カット,目地材挿入) 

 
 
 
 
 
 
 

継目部の改修（止水版） 

鉄筋腐食 
表面的な腐食がみられる 腐食が進行 腐食による鉄筋断面欠損 
①鉄筋はつり出し 
②鉄筋の防錆処理 

①鉄筋はつり出し 
②鉄筋の防錆処理又は

補強鉄筋 

①変状発生部の除去 
②補強鉄筋 

 

近年では、目地材の耐久性、止水性、伸縮性の回復を目的とし、既設目地をカットし、

新規目地材を充填（挿入）、又は既設目地材の表面を被覆材で被覆する工法も適用されてい

る。 

これらを適用する場合は、各工法の止水性や耐久性を十分に照査した上で選定する。 

 

目 地シール材 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ材 

止水板 

鉄筋 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 
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表 3.2.4-2 近年の目地補修工法の特徴 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

各工法は、変形への追従性、耐久性、施工方法が異なるため、検討対象となる製品の適

用条件（適用目地幅、伸縮に対する許容値等）や対策前の目地の状態を十分に確認した上

で、現場に適した工法を選定する。 

 

3(2)エ(ア)2) 止水板の損傷 
止水板の損傷は、止水板の破断による漏水、若しくは止水板が外力により変形すること

で、周縁コンクリートに引張応力が働き、ひび割れや欠損・損傷として顕在化する。 

止水板に起因する損傷の対策工法は、止水板の交換を基本とし、コンクリート部材の損

傷（ひび割れや欠損）、内部鉄筋の防錆処理を含めた対策選定方法を参照して選定する。

（3(2)ウ 外力によるコンクリート部材の損傷に対する対策工法 参照） 
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3(3) 対策工法の選定の留意事項 

対策工法は、コンクリート開水路の施設個別の施工条件、使用環境条件に留意し、早期の再

劣化、施工時の不具合の生じることのない工法を選定する。 

 

【解説】 

対策工法の選定にあたっては、変状発生要因や変状の程度に見合った早期に再劣化すること

のない工法とする。また、その現場で確実に施工でき品質不良が生じることのない工法とする

とともに、施工性、維持管理性、経済性にも留意する。 

 

3(3)ア 多様な劣化要因に応じた対策工法選定 

対策工法は、コンクリート開水路の施設個別の劣化状況を考慮し、必要とする性能を有す

る材料・工法を選定する。 

 

【解説】 

現場の変状形態は様々であり主要な劣化要因が特定できない等、経験を踏まえた判断が必

要なことが多い。この場合、対策工法の選定段階ではなく、対策の要否や対策方針の検討段

階から必要に応じて学識経験者に意見を求めることが望ましい。 

 

以下に例示する複合劣化が生じている場合は、対策工法の選定時に特に留意が必要となる。 

 

・凍害等により断面欠損して鉄筋かぶり厚が減少したところに中性化又は塩害が作用する複合

劣化では、第一に鉄筋腐食による施設の性能低下の抑制を考慮し、中性化又は塩害の対策を

行う。ただし、凍害等の特殊な劣化により部材のより深部まで脆弱化している可能性がある

ため、断面修復やひび割れ充填を行う深さに留意する必要がある。 

 

・アルカリシリカ反応等によりひび割れが発生したところで中性化又は塩害が進行する複合劣

化では、第一に鉄筋腐食による施設の性能低下の抑制を考慮し、中性化又は塩害の対策を行

う。ただし、断面修復やひび割れ充填にあたっては、アルカリシリカ反応によるひび割れ発

生深さに留意した対策実施深さを設定するとともに、低アルカリの材料や水分の発散を妨げ

ない材料を選定する必要がある。 
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3(3)イ 現場条件に応じた対策工法選定 

対策工法は、コンクリート開水路の現場条件（施工時期・期間、周辺環境等）を考慮し、

性能が確保できる材料・工法を選定する。 

 

【解説】 

コンクリート開水路を取り巻く主要な現場条件に対する対策工法選定上の留意点を以下に

示すが、現場条件は多様であり、条件に即した対策工法の選定が困難な場合は、学識経験者

に意見を求めるものとする。 

 

3(3)イ(ア)1) 施工時の施設運用状態（部材の湿潤状態等）を考慮した対策工法 
いずれの対策工法も、原則として水路を断水状態にして施工することが望ましい。 

しかし、実際には、施設運用条件により、断水ができない条件や短期間の断水下で対策

を行う必要が生じる。 

断水ができない条件では、水路の仮廻し運用、半川締め切りする等の特殊施工を検討す

る必要がある。 

短期断水下では、施工範囲、施工順序等に十分に留意した計画を検討する。また、対策

工法としては、母材表面が湿潤状態でも十分な付着力や強度発現が期待できる材料・工法

を選定する。例えば、落水後間もない段階での注入は避けることが望ましいが、施工する

場合は、水中硬化型エポキシ樹脂、アクリル樹脂系の注入材等の適用を検討する。 

 

3(3)イ(ア)2) 施工時の環境条件を考慮した対策工法 
外気温が高温又は低温状態下で施工しなくてはならない条件下では、高温下でもひび割

れや浮き等の生じない材料・工法や、低温下でも硬化不良とならない材料・工法を選定す

る。例えば、外気温 5℃未満の条件下でひび割れ補修を行う場合は、低温でも硬化性を有す

るアクリル樹脂系材料の適用を検討する。 

 

3(3)イ(ア)3) 施設の用排水の送配水性を考慮した対策工法 
開水路が用排水を流送するための性能に、対策工法が直接関与するのは、構造物表面の

粗度や構造物の断面形状の変化によるところが大きい。 

表面被覆工法では、水路断面は縮小することがあるが粗度係数が低下する材料が多いた

め、通水量は一般に確保されることとなる。しかし、流速が増加することにより分水性能

等が低下する場合もあるので、採用の際には水利用機能、水理機能への影響を確認する必

要がある。 
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3(3)イ(ア)4) 維持管理に留意した対策工法 
同一路線で対策の内容が類似している場合は、施工性、維持管理、経済性の観点から対

策工法の種類を少なくする方が良いこともあるため、対策工法の共通化についても検討す

る必要がある。 

維持管理性の観点からは、材料・工法の難燃性（周辺で野焼きが行われた時に容易に劣

化しないこと）や滑り難さ（点検・補修時に作業員が転倒し難いこと）についても考慮し

た工法とする。また、技術的に未確立であるが、可能な限り、補修材だけでなく母材の変

状発生状態の機能診断の容易さ、再補修のし易さにも配慮した工法選定を行うことが望ま

しい。 

対策工法の効果の持続性については不明なことも多く、施工後のモニタリングが重要で

ある。特に、対策工法の早期変状が確認された場合は、要因を検討・究明し、対策工法の

改善や設計・施工方法の見直しを行う。 

 

次頁に実施設計における工法選定事例を示す。 

選定事例に示すとおり、対策工法の選定においては、劣化状態だけでなく、経済性、施

工性、水理性等を踏まえ、現場条件に応じた検討を行うことが重要である。 

なお、選定フローを用いて底版にパネル工法を選定する事例を提示しているが、工法選

定にあたっては現場条件を踏まえて選定する必要があり、当該事例の選定フローは、必ず

しも確立したものではないことに留意する必要がある。 
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【実施設計時の工法選定事例】 

A 地区の幹線水路（現場打ち三面張り水路）については、摩耗によるコンクリート表面劣化

等が進行していた。そこで、実施設計においては、下表に示す観点で対策の必要性を検討し、

これらの条件をクリアした範囲について、スパン毎の変状に応じた対策工法の選定を行ってい

る。 

表 3.3.2-1 工法選定上において変状以外に考慮すべき事項 

変状以外の着眼点 検討事項 

事業計画上考慮すべき事項 
・地域用水機能増進の要否 
・第三者被害の可能性 

水理計画上考慮すべき事項 
・計画流量通水時の通水断面の不足 
・計画流量通水時の 大供用流速の超過 
・水路内の異常な堆砂や底版の洗掘 

 

なお、変状に応じたスパン別の対策工法の選定のフローを図 3.3.2-1 に示す。図 3.3.2-1 に

示すとおり、当該幹線の対策工法の選定においては摩耗、ひび割れ、断面欠損等変状の程度の

ほか、既設コンクリートの付着強さについても考慮しており、「側壁：無機系被覆工法＋底版：

パネル工法」といった工法を組み合わせた実施設計も行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.2-1 A 地区における工法選定フロー 

スタート

側壁が変形または構造的に
不安定なひび割れが発⽣

底版に変形、著しい摩耗、
あるいは基礎洗掘を伴う

湧⽔を確認

かぶり不⾜や中性化により、
今後40年で内部鉄筋で発錆

する可能性がある

下地処理後の既設コンク
リート表⾯の付着強度が
1.0N/mm2確保できない

全断⾯打替え
コンクリート
底版打替⼯法

パネル⼯法
無機系被覆⼯法

（ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ）
必要に応じてひび割れ補修⼯＋

断⾯修復⼯のみ実施

YES

NO

YES

NO

NO

NO

YES

YES

写真 3.3.2-1 側壁：無機系被覆工 

底版：パネル工法の施工例 

写真 3.3.2-2 側壁：無機系被覆工 

底版：パネル工法の施工例 

 

下地処理後の既設コンク

リート表面の付着強さが

1.0N/mm2 確保できない 
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3(3)ウ 水路の供用を伴う補修・補強施工時の仮設方法について 

畑かん地区や上・工水共用水路では通年通水が求められ、容易に断水ができない場合があ

る。 

これらの開水路において、表面被覆工等の補修・補強を行う際には、 初に迂回水路や代

替水源の有無を検討するものとするが、これらの代替施設がない場合には、仮廻し水路等に

より減量通水しながら補修・補強対策を行う等の仮設方法を計画する必要がある。 

 

【解説】 

表 3.3.3-1 に水路共用を伴うコンクリート開水路において表面被覆工法の施工計画を策定

するための仮設方法の検討条件・内容を示す。 

 

表 3.3.3-1 コンクリート開水路で水路共用を伴う仮設工法を検討する際の確認項目 

仮設工法の検討条件 検討の内容 

開水路の形状と構造、規模 
補修・補強対象となるコンクリート開水路の形状（矩形・逆台

形）、規模（水路幅・水路高、勾配）等を確認・整理する。 

施工期間中の通水量と 

詳細な断水条件 

補修・補強の施工時における通水量により仮設や転流方法が異な

ることから、施工時に必要となる通水量を確認・整理する。ま

た、施設によっては、短期間であれば断水が可能な場合や水路内

に貯留される用水容量を活用すること等もあるため、通水条件は

詳細に検討する。 

工法種類（施工機材、施工

ヤード、施工期間） 

表面被覆工によっては養生期間が必要な場合も多く、工法によっ

て施工期間が大きく異なる。また、水路内に搬入する機材、水路

内施工ヤードも重要であることから、工法種類と仮設方法の関係

も整理する。 

対策の範囲や規模 

対策の位置（側壁、ハンチ、底版）や施工範囲によって抜水する

範囲や方法が異なるため、対策工検討ではこれらの情報を確認・

整理する。 

開水路周辺の状況、機材の

搬入・搬出条件 

大型土のう等水路内に設置する場合にはラフタークレーン等の重

機の水路への近接が必要となる。このため、仮設検討において

は、これらの重機の進入、吊込半径等施工方法、手順フロー、ス

テップ図が必要である。また、住宅地の場合は騒音低減や夜間作

業の制限等が求められる場合もあるため、これらの条件も整理す

る。 
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共用を伴うコンクリート開水路における表面被覆工の施工において、想定される仮廻しや

仮設の方法及びイメージを表 3.3.3-2 及び図 3.3.3-1 に示す 

 

表 3.3.3-2 供用を伴う開水路の仮設工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.3-1 共用を伴う開水路の仮設工法のイメージ 

 

次頁以降に仮廻し水路等により減量通水しながら施工した事例を示す。 

 

上流締切

下流締切

転
流
⼯

排⽔
ポンプ

排⽔
ポンプ

半
川
締
切

局所仮締切⼯

上下流締切
＋転流⼯

半川締切 局所仮締切
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【通水施工時の仮設事例①】 

A 地区においては、補修工事中においても通水することが求められたため、組立式仮設水路

を設置し、施工を行った。 

・施設諸元：B = 6.4 m H =2.6 m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画平面図 

計画断面図 
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【通水施工時の仮設事例②】 

B 地区では、営農状況により、通水しながらの施工が求められたため、管路仮廻しにより施

工ステップ毎に施工を実施した。 

 

＜仮廻し管切替手順模式図（イメージ図）＞ （1 班が 100 ｍ、L 300 ｍの場合） 

        水路補修施工範囲 

 

STEP1 （3 班 右岸施工） 

下流から上流に向かって施工する。 

3 班の上下流を土のう締切し、左岸底版に仮廻し管を設置する。右岸側のひび割れ補修、断面修

復工、目地補修工を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

STEP2 （3 班左岸施工） 

右岸側に仮廻し管を移設し、左岸側の、ひび割れ補修、断面修復工、目地補修工を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP3 （2 班 右岸施工 3 班 表面被覆） 

2 班の上下流を土のう締切し、仮廻し管を 2 班左岸側に移設する。 

2 班：右岸施側のひび割れ補修、断面修復工、目地補修工を行う。 

3 班：昼間、表面被覆を行い、夜間は水路内に通水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 
断面図 

断面図 平面図 

 
断面図 平面図 




